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　2015 年 10 月～ 16 年３月に、以
下のご寄附をいただきました。お礼
申し上げるとともに、ご意向に沿っ
て役立ててまいります。
《ご寄附いただいた方》
株式会社メディカ出版様
※詳細は本会HPに掲載します。

めの一歩」を
踏み出すため
の研修などで
活用いただけ
ます。指導の
手順やポイン
トを解説した
指導要綱もあ
ります。
　本プログラ
ム・指導要綱

　日本看護協会では、訪問看護の未

最終回 福島県相双保健福祉事務所（南相馬市）

　福島県の沿岸部に位置し、２市７町３村から
なる相双地域。東日本大震災では、地震や津波
とともに福島第１原子力発電所の事故により、
現在も６町村が自治体機能を県内の他の市町村
に移転したままだ。被災者の避難生活も長期化
する中、同地域を管轄する相双保健福祉事務所
は、県や市町村と連携して住民の健康支援に取
り組んでいる。

健康課題を可視化　地域を見る力
　同保健福祉事務所の保健師、中島誠子さん
は「現在の健康課題は、生活習慣病予防と介護
予防対策です。背景には、この地域に特徴的な
原発の問題や高齢化率の高さがあります」と指
摘する。震災後、避難した住民は子・孫世帯が
多く、その後も仕事や学校で避難先に残るなど
親世帯との分離が起こった。３世代で避難して
も、戻ってくるのは高齢の親世帯だけというこ
とも多く、相双地域の高齢化率は 2011 年３月
の 25.8％から 15 年 10 月には 30.3％まで上昇し
ている。自宅に引きこもりがちになり、体重増
加や高血圧、うつ、アルコール依存などの傾向
を示す住民も増えた。
　14 年度に着任し、健康福祉部の副部長と健
康増進課の課長を兼務する中島さんは、医療保
険者の特定健診・特定保健指導などの各種デー
タを用い、住民の健康状態を地図上やグラフで

可視化したものを分析した。「避難が長期化す
ればするほど、保健師活動の中でくみ取れる情
報やデータを活用して、いま、地域に何が必要
かを見ることが重要になります」と語る。
　被災市町村や県の関係各課、各保健福祉事務
所で行う「福島県被災者健康支援活動ネット
ワーク会議」では、県全体の被災者支援の方向
性を検討する。15 年度、中島さんらは同会議
に参加しながら、被災市町村に出向いて聞き取
りを実施。最優先課題である生活習慣病対策の
中でも、特定健診・特定保健指導の実施主体で
ある市町村で、避難者が広域に分散しているこ
とや保健医療部門の人材不足などから、単独で

ト職員として派遣されている。仮設住宅を含む
住民宅への訪問や保健指導を行うほか、保健師、
看護師などの育成にも関わる。訪問では毎回、
きめ細かいコミュニケーションで持病の状態や
食事量、生活上の困りごとなどを聞き取ってい
く。単身者や日中１人になる高齢者など、訪問
を心待ちにしている人も多い。
　さらなる人材の育成に向け、同保健福祉事務
所では 15 年度、自治体職員を対象に、事例検
討と地域診断の研修を行った。また、日本看護
協会が事例検討に習熟している保健師などを派
遣する支援事業も活用。臨時雇用や他県からの
派遣など、さまざまな背景を持つ被災市町村職
員の現任教育に取り組んでいる。
　今後、仮設住宅の住民の多くは県内各地に建
てられた復興公営住宅に移ることが想定され
る。環境の変化に応じた健康支援やコミュニ
ティーの再構築が、今後の課題だ。「市町村の
依頼に応じて活動するだけでなく、地域全体を
捉え、ニーズを判断して支援することが保健活
動だと思っています」と中島さん。震災を機に
強くなった組織や人のつながりを基に、新たな
活動に踏み出している。
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第５回　まとめ

　新会員情報管理システムは
2016年10月から運用を開始し
ます。新システムでは①継続入
会手続きは毎年の申請書提出が
不要②年会費の口座振替などに
よるキャッシュレス化③会員証
のプラスチックカード化・電子
会員証の導入④会員個人専用の
マイページ導入――を行います。
　なお、従来通りの書面での新
規入会手続きや施設ごとの会費
の取りまとめもご利用いただけ
ます。
　詳しくは、4月以降に順次お
届けする会員向けチラシやマイ
ページ利用ガイド、「協会ニュー
ス」などをご確認ください。今
後とも会員の皆さまが継続入会
しやすい環境の提供を目指して
いきます。
※ 2016年度分の手続きは従来
通りです。

新会員情報管理システム
2016年10月から運用開始

訪問看護への初めの一歩を
「訪問看護入門プログラム」

JNAプラザでICMアジア太平洋
地域会議などの特別展を開催

JDN勉強会を開催
夜勤・交代制勤務をテーマに

　日本看護協会ビル３階「JNA プ
ラザ」で「アジア太平洋地域の助産
師を紹介～第 11 回 ICMアジア太平
洋地域会議・助産学術集会開催報告
～」と題し、昨年７月に開催した同
会議・学術集会の関連資料を展示し
ます。参加者から寄せられたメッ
セージボード＝写真＝やダイジェス
ト映像などもご覧いただけます。過
去の同会議や日本で開催した ICM
大会の資料も展示します。入場無料。
【期間】４月４～ 28 日（平日 10：30
～ 13：00・14：00 ～ 17：00、最終日
は 13：00 まで）

は、本会HP「長期療養の生活者を
支える訪問看護等の強化対策」に掲
載しています（PDF ダウンロード
可）。

訃　報
　名誉会員の山﨑京子様（93 歳）
が 2 月 22 日に逝去されました。謹
んで哀悼の意を表します。

これらを行うのが難しい事情をつかんだ。
　そこで、県庁の担当課や県内の各保健福祉事
務所と連携し、住民への特定保健指導の直接支
援や、今後を見据えた専門職向けの現任教育研
修などを行うことにした。中島さんは、震災当
時の前任者や職員たちの活動の積み重ねに感謝
しながら「希望する市町村に、全県的に支援で
きる仕組みづくりができたことは一つの成果」
と振り返る。

つながりを築き新たな活動へ
　一人一人の住民が住み慣れた地域で安心して
生活していくためには、母子保健も含めた地域
包括ケアの推進が求められる。いまだ仮設住宅
で暮らす人も多い同県では、より丁寧な支援が
必要だ。
　こうした支援活動で実際に力を発揮する１人
に、同保健福祉事務所の保健師、松本ミツ子さ
んがいる。長年、南相馬市の保健師として活動
してきた経験から、県看護協会を通じ、サポー

経験者を対象とした研修プログラム
「訪問看護入門プログラム」を作成・
公表しました。訪問看護の人材確保
が課題とされる中、訪問看護への「初

発行物のご案内

　女性の活躍推進などに取り組む
日本ダイバーシティネットワーク
（JDN）は２月 24日、JNAホールで
夜勤や交代制勤務に関する勉強会を
開催した。医療関係者のほか、夜勤
労働を行うホテルや鉄道会社などの
一般企業からも約 80人が参加した。
　テーマは「働きやすい勤務環境の
推進」。日本看護協会の坂本すが会
長と聖隷三方原病院の吉村浩美総看
護部長、大原記念労働科学研究所の
酒井一博所長＝写真＝がそれぞれ、
看護労働に関する取り組みや労働科
学の知見について講演した。
　JDN には、坂本会長が呼び掛け
人として、本会は正会員として参加
している。

ご寄附のお礼

催しのご案内


